別紙１
　年　　月　　日
（あて先）
さいたま市長
住所（法人又は団体であるときは、主たる事務所の所在地）
事業者


名称（法人名又は団体名及び代表者の職・氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

放課後児童健全育成事業開始届

　児童福祉法第６条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業を開始したいので、同法第34条の８第２項及び児童福祉法施行規則第３６条の３２の２の規定により、関係書類を添付の上届出いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
	事業の種類及び内容
	


	事業者（法人・団体）の名称
	

	代表者の職・
氏名
	

	事務所及び施設の所在地
	事務所所在地：

施設所在地：




　添付資料
　　・定款その他の基本約款
・運営規程
　　・施設平面図
　　・施設周辺地図（最寄りの小学校から施設への登室経路を記載したもの）
　・収支予算書
（ただし、ホームページ等で閲覧可能な場合は省略可）



別紙２
事　業　計　画　書
（　　　　年　　月　　日現在）

１　施設の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　所在地　　埼玉県さいたま市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　開始予定年月日	　　　　　　　年　　　月　　　日

４　開設場所　　
　　≪施設の区分≫　[以下のいずれかに丸を付けてください]
・法人（法人関係者）所有施設
・民間賃貸借物件（戸建て、マンション、その他）
・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　≪構造≫　[以下のいずれかに丸を付けてください]
　　　　【　鉄筋 ・ 鉄骨 ・ 軽量鉄骨 ・ 木造 ・ プレハブ ・ その他（      　　　　　　　　）　】

≪建物の階数、建築年月≫
　　施設は　　　階建ての　　　階部分　、　　　　年　　　月 築

　≪面積、定員≫
　　　　延床面積　　　　　　　　　　㎡（専用区画　　　　　　　　　㎡）
　　　　※専用区画：延べ床面積から事務室、トイレ、水場、ロッカー、家具等の児童の育成支援に使用できない面積を除いた面積
　　　　定員　　　人

５　設置主体　[以下のいずれかに丸を付けてください]
　　　　【　社会福祉法人・ＮＰＯ法人・株式会社・その他（　　　　　　　　　　　）　】

６　開設状況
　　　年間開設日数　　　　　　　　　　日
　　　開設時間　　　平日：　　　時　　　分　　～　　　　時　　　　分
　　　　　　　　　　土曜：　　　時　　　分　　～　　　　時　　　　分
　　　　　　　　　　学校長期休業日：　　　時　　　分　　～　　　　時　　　　分



７　入室予定児童数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人
	区分
	１年生
	２年生
	３年生
	４年生
	５年生
	６年生
	合計

	児童数
	
	
	
	
	
	
	

	（うち障害児数）
	
	
	
	
	
	
	



８　利用料（保育料）
　　・月額利用料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円
	
	１年生
	２年生
	３年生
	４年生
	５年生
	６年生

	一般世帯
	
	
	
	
	
	


　　・入会金　　　　　　　　　　　　　　円
　　・おやつ代　　　　　　　　　　　　　円
　　・行事費　　　　　　　　　　　　　　円
　　・その他（　　　　　　　　　費）　　　　　　　　　　　　円　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　
９　職員配置
　　　放課後児童支援員　　　人　（うち、放課後児童支援員の資格を有する者　　　人）
　　　補助員　　　人

１０　職員の主な職務の内容
　　　放課後児童支援員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　補助員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１１　主な職員の氏名及び経歴
	職員氏名
	種類
	採用年月日
	有する資格
	主な経歴

	さいたま　花子例

	放課後児童
支援員
	平成１０年
４月１日
	保育士、小学校教諭
	○○大学卒
□□法人　入職

	

	
	
	
	


	

	
	
	
	


	

	
	
	
	


	

	
	
	
	


	

	
	
	
	

	

	
	
	
	



別紙３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
（あて先）
さいたま市長
住所（法人又は団体であるときは、主たる事務所の所在地）
事業者


名称（法人名又は団体名及び代表者の職・氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

放課後児童健全育成事業変更届

　　　　　年　　月　　日に事業開始の届出を行った事業について、次のとおり変更したので、児童福祉法第３４条の８第３項の規定に基づき届け出ます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
	施設の名称
	

	施設の所在地
	


	変更する／した事項の変更前後の比較
	（1） 変更前



（ロ）変更後




	変更年月日
	

	変更事由
	



	変更後の措置
（入室している児童
への影響及びその対
応）
	




　【備考】
　　変更する事項により、必要な書類を添付。

別紙４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      年　　月　　日
（あて先）
さいたま市長
住所（法人又は団体であるときは、主たる事務所の所在地）
事業者


名称（法人名又は団体名及び代表者の職・氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
[bookmark: _GoBack]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

放課後児童健全育成事業廃止（休止）届


　　　　　年　　月　　日に事業開始の届出を行った事業について、次のとおり廃止（休止）するので、児童福祉法第３４条の８第４項及び児童福祉法施行規則第３６条の３２の３の規定に基づき届け出ます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
	施設の名称
	

	施設の所在地
	


	廃止（休止）年月日
（休止の場合は休止期間）
	


	廃止（休止）の理由
	



	変更（廃止）後の措置
（入室している児童
への措置）
	






　


